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◆退職手当の支給率 （平成１９年４月１日現在）

国 登　　別　　市
区　　分

勧奨・定年退職自己都合退職勧奨・定年退職自己都合退職

２７.３００月分２１.０００月分２７.３００月分２１.０００月分勤 続 ２０ 年

４２.１２０月分３３.７５０月分４２.１２０月分３３.７５０月分勤 続 ２５ 年

５９.２８０月分４７.５００月分５９.２８０月分４７.５００月分勤 続 ３５ 年

５９.２８０月分５９.２８０月分５９.２８０月分５９.２８０月分最 高 限 度 額

※退職手当＝退職時の給料月額×支給率＋調整額。

◆特別職、教育長の給料などの状況（平成１９年４月１日現在）

期末手当の支給割合月　額区　　　分

６月期　　　　１.９２５月分
１２月期　　　　２.３２５月分

　計　　　　　４.２５月分
（一般職と同様に加算措置があります）
※管理職手当の削減額に準じて、６月
　期末手当を、０．２月分引き下げ
　（削減額：平成１８年度は５０万円程度）

７８３，０００円市　長

給料 ６５１，０００円副市長

５５８，０００円教育長

６月期　　　　２.１２５月分
１２月期　　　　２.３２５月分

　計　　　　　４.４５月分
　　（一般職と同様に加算措置があります）

４００，０００円議　長

報酬 ３５０，０００円副議長

３２０，０００円議　員

年度中の退職者年度中の新規採用者各年４月１日の職員数

24人10人567人平成１３年度

19人11人554人平成１４年度

23人14人549人平成１５年度

24人6人532人平成１６年度

19人6人514人平成１７年度

25人9人504人平成１８年度

11人490人平成１９年度

◆職員の任免、職員数に関する状況　 （平成１９年４月１日現在）

◆一般行政職の級別職員数の状況　 （平成１９年４月１日現在）

計

７級６級５級４級３級２級１級区分

部長・次長の
職務　　　　

次長・主幹の
職務　　　　主幹の職務主査・主任の

職務　　　　主任の職務担当員の
職務　　

担当員の
職務　　

標準的な
職務内容

　
２７０人

　
９人

　
２８人

　
３３人

　
８９人

　
８０人

　
１９人

　
１２人職　員　数

　
１００．０％

　
３．３％

　
１０．４％

　
１２．２％

　
３３．０％２９．６％

　
７．０％４．５％構　成　比

◆登別市独自の給与の削減の状況
【職員】

内　　　容項　目期　　間
�５級以上の職員は、給料月額から４．２％を削減。
�４級以下の職員は、給料月額から３．２％を削減。給 料H１６．１０．１～H１９．９．３０

削減前の給料を基に算出した額から４．７％を削減。
期 末 手 当

H１６．１２～H１９．６
勤 勉 手 当

退職手当額から４．７％を削減。退 職 手 当H１６．１０．１から当分の間

部長職は１５％、次長職は１２％、主幹職は１０％を削減。管 理 職 手 当H１５．４．１から当分の間

※給料、期末勤勉手当、退職手当の削減額：１億８，０００万円程度（全会計年間ベース）。
※管理職手当の削減額：４８０万円程度（全会計年間ベース）。
※平成１７年１２月１日から削減率を改正しています。
【特別職・教育長】

内　　　容項　目期　　間

市長は給料月額の１０％、副市長、教育長は給料月額の７％を削減。給 料
H１６．４～H１９．９

上記削減後の給料月額を基に算出。
期 末 手 当

退 職 手 当H１６．４．１～H１９．９．３０

※期末手当の削減額：８７万円程度（平成１８年度）。

【嘱託員】
内　　　容項　目期　　間

給料月額から１．７％を削減。給 料H１７．４．１～H２０．３．３１

削減前の給料を基に算出した額から１．７％を削減。勤 勉 手 当H１７．６～H１９．１２

※平成１７年１２月１日から削減率を改正しています。

※市長・副市長・教育長は含まれていません。


